
令和７年度岐阜市医師会事業報告 

 自 令和 7年 4 月 1 日 

至 令和 8 年 3 月 31 日 

Ⅰ 会員の異動 （人） 

Ⅱ 文書の収受、発送件数 2,169件/年（事務局扱い分） 

Ⅲ 会務運営に関する会議開催状況 

会議区分 内 容 開  催  日 

 8/3/8R、41/2/8R 同合班会常班)1(

(2)理事総務会 毎月最終金曜日を除く毎週金曜日 37 回 

(3)理事会 毎月最終金曜日 12 回 

 62/5 査監算決会査監)4(

(5)委員会

ア 給与人事委員会 5/23、11/21、R8/2/20 

イ 予算委員会 R8/2/6 

ウ 表彰委員会 書面開催 

エ 裁定委員会 未開催 

 72/6 会総時定会総)6(

 72/3/8R 会総時臨

Ⅳ 事業 

第１ 事務局関係 

１ 学術の研鑽 

（１） 生涯教育の推進

（２） 日医の医学講座

（３） 学術講演会

区  分 期首会員数 期中増加数 期中減少数 期末会員数 

Ａ 355 14 14 355 

Ｂ 410 81 55 436 

Ｃ 45 57 64 38 

合 計 810 152 133 829 

報告第１号



（４） 各種研修会（救急、優保、産業医、難病、特定疾患）等の共催

（５） 各科医会への助成と協力

（６） 各地域の講習会、研修会への協賛

２ 岐阜県医師会勤務医部会への協力 

３ 岐阜地域の保健医療体制の充実と協力 

（１） 岐阜市救急医療体制協議会、岐阜市救急業務対策協議会等救急医療への協力

（２） 岐阜市休日急病センター（午前・午後・夜）運営への協力（岐阜市民病院内）

（３） 保健業務・予防医療（特定健診、ぎふ・すこやか健診、各種がん検診等）

（４） 医療に関する警察との相互協力、警察協力医部会の運営

（５） かかりつけ医相談窓口の充実

（６） 在宅医療の充実

４ 社会保険診療の推進 

（１） 診療報酬改定対策

（２） 新規開業医の保険医自主指導（診療の適正化と指導）

（３） 健康保険組合における診療報酬の審査及び支払に関する対策

５ 会員福祉の充実 

（１） 医師協同組合、医師信用組合への加入と活用

６ 広報活動の充実 

（１） 医師会だよりによる医師会活動の情報公開、医師会主催行事の掲載など内容のさらなる充実

（２） 医師会だよりへの会員の投稿機会の増大

（３） 地域社会へのＰＲ

（４） 報道関係者との交流と窓口の一元化

（５） 岐阜市医師会ホームページ（会員向け、一般向け）の内容の充実

７ 学校医会への協力 

（１） 岐阜市学校保健会など、学校保健活動への協力

（２） 運動器検診への対応

（３） 心電図検診、腎臓検診への協力

（４） 小児成人病対策事業への協力

（５） 学校医活動のための研修

８ 医師倫理の高揚 

９ 総会・常会の開催 

（１） 総会（年２回）

（２） 班常会（年１回）

10 理事会の開催 

11 岐阜市保健医療審議会への積極的協力 



12 岐阜市公衆衛生協議会への協力 

13 乳幼児医療事業への協力 

（１） 乳幼児健診

（２） 乳幼児の疾病予防研修

（３） 各種予防接種

（４） 小児夜間救急医療への取組み（岐阜市小児夜間急病センター・・・平日、土曜日）

14 産業医部会活動の推進 

（１） 産業医活動の充実促進

（２） 産業医研修会の開催

（３） 事業所・学校職員への安全衛生教育に対する協力

（４） 県医師会産業医部会への対応と協力

（５） 産業保健センター事業への協力

（６） ストレスチェック事業への対応

15 情報システム化の推進 

（１） ＦＡＸ送信による情報提供の推進

（２） ホームページの充実

（３） 医療情報ネットワークの推進

（４） 情報提供の充実

（５） 診療情報ネットワーク化の推進

（６） インフルエンザ・小児感染症・新型コロナウイルス感染症情報、花粉情報等の発信

（７） オンライン会議・講習会・研修会等の推進

16 渉外に関する事項 

（１） 岐阜県医師会等との連携

（２） 市民及び地域諸団体との交流

（３） 行政官庁との連携（保健・衛生・福祉行政への協力・災害対策等）

（４） 他医師会、分科会との連携

（５） 岐阜大学等学術研究機関との連携

（６） 歯科医師会、薬剤師会等との連携

17 医療連携事業の推進・拡充 

（１） 病診連携の推進

（２） 地域医療連携の推進のための研修会等の開催･共催

（３） 岐阜地域医療・介護・福祉ネットワーク

・岐阜地域医療連携室実務者連絡会（れんげ会）への協力

・岐阜地域医療・介護・福祉ネットワーク（菖蒲会）への協力

・岐阜地域急性期病院等医療・介護連携協働ネットワーク（第３ネットワーク）への協力



（４） 岐阜地域医師会連携パス機構の運営への協力

・岐阜地域医療連携室実務者連絡会（れんげ会）の運営協力

・岐阜地域がん連携パス合同会議の運営協力

・心不全連携パスワーキンググループの運営協力

（７） 岐阜県の連携委託事業への協力

・岐阜県糖尿病性腎症重症化予防プログラム推進事業への協力

・岐阜県ＣＫＤ医療連携ワーキンググループへの協力

・岐阜県心疾患対策推進ワーキンググループへの協力

（５） 介護事業との連携

（６） 岐阜市の連携委託事業への協力

・岐阜市在宅医療・介護連携サポートセンターの運営

（８） 多職種連携情報共有システムの運営協力

18 介護保険の運営への協力 

（１） 介護認定審査業務への協力

（２） 介護保険研修の実施

（３） 認定調査員研修への協力

（４） 介護支援専門員の質の向上への支援

19 認知症対策 

（１） 認知症サポート委員会の運営

（２） 岐阜認知症多職種ネットワーク研究会の共催

（３） 岐阜市認知症地域支援体制構築推進会議への協力

（４） 岐阜県認知症サポート医の養成、研修の協力

20 感染症対策 

（１） 岐阜市感染対策地域連携カンファレンス開催等の運営協力

21 その他 

（１） 地域医療における看護師対策

（２） 医療安全対策・医療事故対策

（３） 医療廃棄物処理対策

（４） 医事紛争対策

（５） 一般市民向けの健康・医療相談

（６） 男女共同参画への諸活動の推進

（７） 災害時の対応

第２ 看護学校関係

１ 学校行事 

月 行 事 名 

４月 ・看護学校、准看護学校入学式 

５月 ・球技大会 

８月 ・オープンキャンパス ・卒業生と語る会 

９月 ・オープンキャンパス 

10 月 ・防災訓練 

11 月
・入学試験（特別推薦・推薦） ・入学試験合格発表（特別推薦・推薦） 

・食の支援 

１月 ・入学試験（一般） ・卒業認定会議 ・入学試験合格発表（一般） 

２月 
・看護師国家試験 

・入学試験（一般二次） ・入学試験合格発表（一般二次） 

３月 
・成績査定会議 ・看護学校、准看護学校卒業式 

・入学試験（一般三次） ・入学試験合格発表（一般三次） 

子男は内)(況状の者学入２ (人)

入学 
年度 

定員 応募者 受験者 合格者 入学者 
入学者の学歴別区分 

中 卒 高 卒 短 卒 大 卒 

R8 40 47(10) 47(10) 46(10) 35(8) 2(1) 31(6) 1(0) 1(1)

R7 40 52(9) 52(9) 48(9) 41(9) 2(1) 36(7) 0(0) 3(1)

数者業就内市は内）（況状の生業卒３ （人)

年度 
入学 

者数 

卒業 

者数 

県 内 就 業 状 況 県外就 

業者数 

進学 

者数 

未就業 

者 数 病院 診療所 老健等 計 

R7 41 35 28(16) 1(0) 0(0) 29(16) 6 0 0

R6 43 40 26(16) 1(1) 0(0) 27(17) 13 0 0

４ 看護教育の充実

目的：看護実践家としての専門職業人の資質向上

（１） 国家試験合格に向けた支援体制の構築

（２） 新興感染症に対応した教育課程運営の継続

（３） 各教科の授業案及び教材作成・評価（教員が他看護学校での授業聴講に積極的参加）

（４） 実習指導の強化（新しい実習場所への指導内容の充実）

（５） 学校評価を取り入れ教育の充実化を図る



第２ 看護学校関係 

１ 学校行事 

月 行 事 名 

４月 ・看護学校、准看護学校入学式

５月 ・球技大会

８月 ・オープンキャンパス ・卒業生と語る会

９月 ・オープンキャンパス

10 月 ・防災訓練

11 月 
・入学試験（特別推薦・推薦） ・入学試験合格発表（特別推薦・推薦）

・食の支援

１月 ・入学試験（一般） ・卒業認定会議 ・入学試験合格発表（一般）

２月 
・看護師国家試験

・入学試験（一般二次） ・入学試験合格発表（一般二次）

３月 
・成績査定会議 ・看護学校、准看護学校卒業式

・入学試験（一般三次） ・入学試験合格発表（一般三次）

子男は内) ( 況状の者学入 ２  (人) 

入学 
年度 

定員 応募者 受験者 合格者 入学者 
入学者の学歴別区分 

中 卒 高 卒 短 卒 大 卒 

R8 40 47(10) 47(10) 46(10) 35(8) 2(1) 31(6) 1(0) 1(1) 

R7 40 52(9) 52(9) 48(9) 41(9) 2(1) 36(7) 0(0) 3(1) 

数者業就内市は内） （ 況状の生業卒 ３   （人) 

年度 
入学 

者数 

卒業 

者数 

県 内 就 業 状 況 県外就 

業者数 

進学 

者数 

未就業 

者 数 病院 診療所 老健等 計 

R7 41 35 28(16) 1(0) 0(0) 29(16) 6 0 0 

R6 43 40 26(16) 1(1) 0(0) 27(17) 13 0 0 

４ 看護教育の充実 

目的：看護実践家としての専門職業人の資質向上 

（１） 国家試験合格に向けた支援体制の構築

（２） 新興感染症に対応した教育課程運営の継続

（３） 各教科の授業案及び教材作成・評価（教員が他看護学校での授業聴講に積極的参加）

（４） 実習指導の強化（新しい実習場所への指導内容の充実）

（５） 学校評価を取り入れ教育の充実化を図る



（１） ホームページでの学校案内の継続

（２） オープンキャンパス（２回）の企画・運営

（３） 准看護学校訪問（岐阜県下６校）、医療機関及び福祉施設への案内（県内唯一の定時制進学

課程の看護師養成所の特長と魅力を伝える）

（４） 学生支援の充実（日本学生支援機構・岐阜県看護学生修学資金貸付制度の実施・専門実

践教育訓練給付金制度の知識の獲得と実施・高等教育修学支援新制度の実施・上野高子

看護学生奨学基金の実施、食の支援）

 

６ 学生の心のサポート 

（１） 学校生活上の悩み、学業への不安など早期に面談し支援のあり方を共有する

（２） 学生間の交流の場の活用（学生ホール）

７ 専任教員・看護教員研修強化 

（１） 専任教員のスキルアップのための研修計画の推進

（２） コンプライアンスの研修（人権・個人情報・財務）

（３） 新人教員への研修計画・実施

８ 地域医療への貢献 

（１） 進路指導（岐阜市内就業・県内就業）に向けた支援強化

（２） 看護協会・ナースバンク・各団体の就職ガイダンスの案内

（３） 講演会・諸行事への参加

９ ホームページの充実 

（１） 無料職業紹介事業

（２） 卒業生・在校生からのメッセージ掲載、学校行事、教科外活動など学生生活のリアルタイ

ム配信

10 専任教員の確保 

（１） 働きやすい職場作り

 ・教員間のコミュニケーション

（２） 働き方改革

・フレックスの活用等

（３） 他校との教育の派遣交流

11 令和７年度カリキュラムの円滑な実施 

（１） 単位未認定者へのサポート

12 危機管理マニュアル（感染症・災害・防災・盗難・不審者・ハラスメントへの対応）の運用・評価 

13 同窓会との連携 

14 看護学校移転に伴う業務整理  

５ 入学者確保のための広報活動、高校及び医療・福祉施設との連携 



第３ 准看護学校関係

１ 学校行事 

月 行 事 名 

４月 ・看護学校、准看護学校入学式 ・臨地実習指導者会議

７月 
・県下医師会准看護学校連絡協議会

・校外研修（１・２年）

９月 ・成績査定会議（２年） ・看護学校推薦者査定会議

10 月 ・防災訓練

11 月 ・戴帽式 ・臨地実習指導者会議

１月 ・卒業認定会議

２月 ・准看護師資格試験

３月 ・看護学校、准看護学校卒業式 ・成績査定会議（１年）

子男は内）（況状の者学入２ (人)

入学 
年度 

定員 応募者 受験者 合格者 入学者 
学歴別区分 

中卒 高卒 短卒 大卒 

R7 80 45(6) 42(6) 37(5) 28(3) 3(0) 22(3) 1(0) 2(0)

※令和８年度より募集停止

況状の生業卒３

４ 教育課程に基づく授業内容の精選と自己評価の実施

（１） 授業目標の達成に向けた授業内容と方法の見直し

（２） 授業後の自己点検と目標到達度の確認

（３） シミュレーション教育の事例と授業方法の見直し

５ 教員指導の共有化

（１） 専任教員の授業資料の整理・保管

（２） 他の教員の授業補助に参加し、授業・演習方法への助言の実施

（３） 岐阜市医師会准看護学校方式看護過程ファイルの作成

６ 臨地実習施設の確保

数者業就内市は内）（ （人)

年度
計 

R7 28 19 2(1) 2(1) 1(0) 5(2) 3 2(2) 2 3(0) 4 

R6 26 34 4(3) 8(6) 2(2) 14(11) 2 6(5) 6 5(1) 1 

入学
者数

卒業
者数 病院 診療所 老健等

県　内　就　業　状　況 県外就
業者数

定時制進学

就業者数 未就業者数

全 日 制
進学者数

その他



（１） 臨地実習施設との連携強化

（２） 臨地実習指導者会議の内容の充実

７ 准看護師資格試験に向けた教育・指導の継続

（１） 試験対策の課題の整理と指導体制の確立

（２） 准看護師資格試験強化チームの指導内容と方法の検討

８ 退学者の減少に向けての取り組み

（１） スタートアップトレーニングの強化による基礎力の定着

（２） 定期的な個別面談の継続と学生の個性を重視した生活支援

（３） 精神面の課題を抱える学生の早期発見とメンタルサポートの活用

（４） 保証人との連携強化

９ 新型コロナウイルス感染症・インフルエンザ等の感染対策

（１） 健康チェックの継続と実習前行動の把握と指導

（２） 学内感染拡大のリスクファクターの把握とリスクの最少化

第４ 訪問看護ステーション関係 

１ 事業実績 

年度 稼働日数 利用者数(延人) 訪問回数(延回) スタッフ数(人) 
訪問回数/ 

稼働日数 

R7 348 日

介護 1,056

医療 195 

(計) 1,251

介護 5,331 

医療 2,027 

(計) 7,358 

看護師    7

理学療法士    4 

作業療法士    0 

21.14 

R6 353 日

介護 1,125 

医療 221 

(計) 1,346

介護 5,694 

医療 2,283 

(計) 7,977 

看護師    8

理学療法士    4 

作業療法士    0 

22.59 

２ 事業活動収支  (円)

区   分 令和 7 年度 令和 6 年度 対前年度増（△）減 

事 業 活 動 収 入 64,181,196 70,091,150 △5,909,954 

事 業 活 動 支 出 65,033,279 65,654,051 △620,772 

事業活動収支差額 △852,083 4,437,099 △5,289,182 

注）公益法人制度改革に伴う新公益法人会計基準に適応した財務諸表に基づく記載方法 

３ 訪問看護・訪問リハビリ（医療保険、介護保険）サービスに対する管理体制の確立 

（１） 職員の計画配置・運営効率の向上 

・訪問回数の調整、訪問効率、算定可能な加算の徴収 

（２） 職員の研修への積極的参加・看護の質（知識・技術）の向上 

・医療保険、介護保険の制度改定の理解 

・対面・ＷＥＢ研修への積極的参加。症例発表会の参加 

・内部研修、事例検討会の充実。研修情報の伝達講習による知識・情報の共有 

（３） 職員の確保 

・看護師、リハビリスタッフの募集 

・次世代の育成による訪問看護・リハビリサービスの継続 

・勤務形態・手当の見直し、離職対策 

・相談しやすい環境整備 

・仕事の効率を図る（令和５年からタブレット使用開始） 

４ 現利用者へのケアの評価・見直し 

（１） カンファレンスでの情報共有、検討 

５ 慢性疾患療養者、家族への支援 

６ 医療依存度の高い利用者・緩和ケアを希望される利用者への支援 

（１） 主治医、ケアマネ、退院調整室との連携 



第４ 訪問看護ステーション関係 

１ 事業実績 

年度 稼働日数 利用者数(延人) 訪問回数(延回) スタッフ数(人)
訪問回数/ 

稼働日数 

R7 348 日 

介護  1,056  

医療 195 

(計)  1,251 

介護   5,331 

医療   2,027 

(計)   7,358 

看護師    7 

理学療法士    4 

作業療法士    0 

21.14 

R6 353 日 

介護  1,125 

医療 221 

(計)  1,346 

介護   5,694 

医療   2,283 

(計)   7,977 

看護師    8 

理学療法士    4 

作業療法士    0 

22.59 

２ 事業活動収支  (円) 

区   分 令和 7 年度 令和 6 年度 対前年度増（△）減 

事 業 活 動 収 入 64,181,196 70,091,150 △5,909,954

事 業 活 動 支 出 65,033,279 65,654,051 △620,772

事業活動収支差額 △852,083 4,437,099 △5,289,182

注）公益法人制度改革に伴う新公益法人会計基準に適応した財務諸表に基づく記載方法 

３ 訪問看護・訪問リハビリ（医療保険、介護保険）サービスに対する管理体制の確立 

（１） 職員の計画配置・運営効率の向上

・訪問回数の調整、訪問効率、算定可能な加算の徴収

（２） 職員の研修への積極的参加・看護の質（知識・技術）の向上

・医療保険、介護保険の制度改定の理解

・対面・ＷＥＢ研修への積極的参加。症例発表会の参加

・内部研修、事例検討会の充実。研修情報の伝達講習による知識・情報の共有

（３） 職員の確保

・看護師、リハビリスタッフの募集

・次世代の育成による訪問看護・リハビリサービスの継続

・勤務形態・手当の見直し、離職対策

・相談しやすい環境整備

・仕事の効率を図る（令和５年からタブレット使用開始）

４ 現利用者へのケアの評価・見直し 

（１） カンファレンスでの情報共有、検討

５ 慢性疾患療養者、家族への支援 

６ 医療依存度の高い利用者・緩和ケアを希望される利用者への支援 

（１） 主治医、ケアマネ、退院調整室との連携



（２） 退院調整会議の積極的参加、退院日に合わせた訪問計画

（３） 職員の医療知識、技術の向上

７ 精神訪問看護を希望される利用者への支援 

８ ＡＤＬ維持・向上のリハビリテーションを希望される利用者への支援 

９ 主治医との連携 

10 地域連携室・入退院調整室との連携 

11 居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、各サービス事業所等との連携 

12 医療・介護保険に関する相談、助言 

13 行政及び福祉関係諸団体との連携 

14 在宅医療 

（１） 行政からの介護保険にかかる主治医紹介

（２） 岐阜市在宅医療・介護連携サポートセンターとの連携

15 感染対策として多職種、岐阜ブロック（特に中央部エリア）の連携強化 

16 看護学校等からの在宅看護（訪問看護）実習生の受け入れ 

17 ＢＣＰ（業務継続計画）の研修の実施、訓練（シミュレーション） 

第５ 臨床検査センター関係 

１ 利用実績（利用医療機関数、利用件数、利用金額） 

区 分 令和 7 年度 令和 6 年度 対前年度増(△)減

① 利用医療機関数（延数） 4,203 4,176 27 

月平均利用機関数 350.3 348 2.3 

② 利用件数（件） 327,657 339,695 △12,038 

300,1△803,82503,72数件均平月

③ 利用金額（円） 312,357,459 319,484,738 △7,127,279 

月平均利用金額 26,029,788 26,623,728 △593,940 

２ 事業活動収支 (円)

区 分 令和 7 年度 令和 6 年度 対前年度増(△)減

事 業 活 動 収 入 329,855,505 341,520,649 △11,665,144

事 業 活 動 支 出 328,855,025 327,808,238 1,046,787

事業活動収支差額 1,000,480 13,712,411 △12,711,931

注）公益法人制度改革に伴う新公益法人会計基準に適応した財務諸表に基づく記載方法

３ 医師会立検査センターとしての役割 

（１） 日常業務の継続性の確保 

（２） 臨床検査に関する情報提供 

（３） 住民健診への協力 

（４） 小児生活習慣病予防検診への協力 

・安全安心な運用の推進 

（５） 第二検査室（ＬＡＭＰ法）の活用について 

４ 品質の向上 

（１） 臨床検査標準化への対応 

・ＪＣＣＬＳ共用基準範囲の採用拡大の検討 

（２） 第三者外部評価機関による評価 

・医療関連サービスマーク認定継続の維持更新 

・日臨技品質保証施設認証の維持更新 

（３） 外部精度管理調査への積極参加 

５ 職員の資質の向上 

（１） 外部研修（学会、勉強会、研修会）への計画的参加 

・ＷＥＢ研修と参加型研修との効果的活用 

（２） 内部研修の計画的実施 



第５ 臨床検査センター関係 

１ 利用実績（利用医療機関数、利用件数、利用金額） 

区  分 令和 7 年度 令和 6 年度 対前年度増(△)減 

① 利用医療機関数（延数） 4,203 4,176 27 

月平均利用機関数 350.3 348 2.3 

② 利用件数（件） 327,657 339,695 △12,038

300,1△803,82503,72数件均平月

③ 利用金額（円） 312,357,459 319,484,738 △7,127,279

月平均利用金額 26,029,788 26,623,728 △593,940

２ 事業活動収支  (円) 

区  分 令和 7 年度 令和 6 年度 対前年度増(△)減 

事 業 活 動 収 入 329,855,505 341,520,649 △11,665,144

事 業 活 動 支 出 328,855,025 327,808,238 1,046,787

事業活動収支差額 1,000,480 13,712,411 △12,711,931

注）公益法人制度改革に伴う新公益法人会計基準に適応した財務諸表に基づく記載方法

３ 医師会立検査センターとしての役割 

（１） 日常業務の継続性の確保

（２） 臨床検査に関する情報提供

（３） 住民健診への協力

（４） 小児生活習慣病予防検診への協力

・安全安心な運用の推進

（５） 第二検査室（ＬＡＭＰ法）の活用について

４ 品質の向上 

（１） 臨床検査標準化への対応

・ＪＣＣＬＳ共用基準範囲の採用拡大の検討

（２） 第三者外部評価機関による評価

・医療関連サービスマーク認定継続の維持更新

・日臨技品質保証施設認証の維持更新

（３） 外部精度管理調査への積極参加

５ 職員の資質の向上 

（１） 外部研修（学会、勉強会、研修会）への計画的参加

・ＷＥＢ研修と参加型研修との効果的活用

（２） 内部研修の計画的実施



・担当業務・安全運転・防災・防犯などに係る必要な知識技能に関して計画的な実施

６ 情報システムの充実 

（１） 各種業務システムの将来的安定運用

（２） 電子カルテとの連携要望への対応

（３） システム対応者の育成

７ その他 

（１） 職員の確保

・正規、非正規職員の人材確保

（２） 機器・設備の維持更新

（３） 各種法令順守（公正競争規約に係る「検体容器・検体採取用具類の有償化」の推進）


